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地域おこし研究員として呼びか
けた「多様な主体による連携」1

図１　大崎町地域おこし研究員に就任した
筆者（田中力（右））と東靖弘町長

　私は、2022年４月、地域の未利用資源の
活用を地域住民らが担う仕組を実践しよう
と、地域おこし研究員として「資源リサイ

クル率14回日本一の町」である大崎町に着
任致しました（図１）。「高齢者や障がい者
の就労意欲を引き出し、社会参加と生きが
いづくりの場をつくりたい」という思いで、
町内の障害者支援施設２箇所、地域住民（宮
園自治公民館）、食品加工事業者（干し芋製
造）、大崎町社会福祉協議会、慶應義塾大学、
大崎町役場の連携体制を構築しました（図
２）。

実証モデルの関係者とその役割
１　 地域住民（宮園自治公民館）：山林所有

者と調整、活動フィールドの無償提供、
障害者支援施設との合同作業

２　 障 害 者 支 援 施 設（ ひ ふ み よ ベ ー ス

図２　地域住民、障害者支援施設、食品加工事業者の連携による竹の資源化モデル
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ファーム大崎）：竹林整備（図３）、開
放型炭化器による竹炭製造（図４）及び
回収（図５）

３　 障害者支援施設（社会福祉法人愛生
会）：圃場へ竹炭散布（図６）、サツマ
イモ栽培、干し芋の販売（図７）

４　 食品加工事業者（株式会社コーセン）：
障害者支援施設（社会福祉法人愛生会）
が栽培したサツマイモを加工し、干し
芋を製造

５　 大崎町社会福祉協議会：障害者支援施
設や地域住民の活動支援

６　 慶應義塾大学：実証試験全般の実施、
関係者への施策提言

７　 大崎町役場：町広報誌やラジオによる
広報、開放型炭化器の無償貸出、実証
試験全般への支援

人と竹の共生関係を築く2
　「毎週木曜日の午前、秋～冬明けまでの
間、鹿児島県大崎町では竹林整備が行われ
てきました。誰が参加してもいい、どんな
作業をしてもいい（図８）、何もしなくても
いい、ただ居て良い空間があります。竹林
整備をとおしたコミュニケーション、いつ
もと変わらない日常の中で共通の時間を過
ごす（図９）、特別なことはない、会話がな
くてもいい、ただ周りの人の息遣いにほっ
とする、そんな竹林整備の時間を大事にし
てきました。」
　この文章は令和５年４月15日に発行され
た「分館報おおさき」に掲載されたもので
す。秋～冬明けまでの間に週１回、障がい
者や高齢者が竹林を手入れし、そこで出て

図５　ひふみよベースファーム
大崎による竹炭回収

図４　開放型炭化器による
竹炭製造

図３　障がい者・高齢者による
竹林整備

図７　製造した干し芋「結紡（ゆいつむぎ）」図６　社会福祉法人愛生会による竹炭散布
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くる不用な竹を竹炭にします。そして、竹
炭はサツマイモ畑の土壌改良（図10）に使わ
れ、収穫したサツマイモは干し芋に加工し、
特産品「愛生会の干し芋」として販売しま
す。竹炭を土壌改良に活用することで、農
地への炭素貯留による地球温暖化対策にも
つなげています。この一連の実践は、多様
な主体の協働による新たな農福連携の形を
示したものです。「竹林整備や、竹炭・干
しいもづくりが、人と人とを紡ぎ、そして
結ぶ。」、そんな人と竹の共生関係を築くこ
とを私たちは目指しています。

放置竹林を
地域の資源として活かす3

　竹の資源化モデルが導入された結果、障
がい者や高齢者が放置竹林の整備や竹材加

工の担い手となり、竹林整備が促進されて
います（図11及び図12）。2022年９月～2023
年３月末までに、計27日54時間、延べ347
名が竹林整備を行い、伐採した竹の炭化処
理をしたことで、3,027平方メートルの放
置竹林が管理竹林となりました。なお、製
造した竹炭は社会福祉法人愛生会に販売さ
れたほか（図13）、竹林整備に参加した地域
住民により活用されています（図14）。
　加えて、2023年４月には、２ｍ程度に成
長した幼竹を塩蔵メンマにする新たな取組
が始まりました（図15）。また、社会福祉法
人愛生会では、2023年度には竹炭散布面積
を前年比５倍の20aに広げるなど、取組規
模を拡大しており、地域全体で厄介者扱い
していた放置竹林を資源として活用するこ
とを私たちは目指しています。

図10　竹炭の特徴

図９　休憩時間を過ごす地域住民図８　地域住民による竹林整備



58  No.369 ／ 2023. ８

特集

既存の枠組みを活かし工賃向上へ4
　この実践は「障害者支援施設や高齢者サ
ロンにおいて竹林整備をヒューマンサービ
スの一環とする（通常の活動の一環とする）」
という既存の枠組を活かした点に特徴があ
ります。障害者支援施設は、障がい福祉サー
ビスを提供することで、職員の賃金等につ
いて公的な制度により報酬を得ることができ
ます。本事例では既存のビジネスモデルを
活かして、障害者支援施設に対して「放置
竹林」という新たな職域を導入したもので
す。その結果、就労継続支援Ｂ型事業所に
通う利用者の全国平均工賃が令和３年度実
績で16,507円（時給換算233円）のところ、竹
林整備に参加する障がい者は、当該作業に
限り、時給換算で600円に向上しました。私

は、工賃向上が就労に対する意欲や価値観
を高め、働くことを通じて社会参加すること
が、自らの存在価値や生き甲斐を見出し、「誰
もが誰かのために、共に生きる」そんな共
生社会につながるものと考えています。

竹が紡ぐ新たな畜福連携5
　前述の取組に加えて、竹林整備で発生す
る竹材を粉砕し、畜舎の敷料として活用す
る実証試験を、2022年12月から行ってきま
した。同実証試験に参加する新平畜産の新
平裕一さんによりますと、従来使われてい
るおが粉（おがくず）の値段が高騰しており、
おが粉の価格は安かった時期の倍に上昇し
ているとのことです。2023年６月上旬にも
同畜産とひふみよベースファーム大崎によ

図13　製造した竹炭の出荷図12　竹林整備着手後
（2022年12月）

図11　竹林整備着手前
（2022年９月）

図15　宮園自治公民館での
塩蔵メンマづくり

図14　キャベツ畑に
竹炭散布する宮園地区の住民
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る竹敷料製造の試行を行いました（図16）。
新平さんは「放置竹林を資源として捉え、
畜舎の敷料として活用する（図17）、この取
組を続けることは、畜産の町である大崎町
にとって重要であり、また、私としては誰
もが生きやすい社会づくりのためにも、畜
福連携を進めていきたい」と話しています。

竹福商連携モデルの広がり6
　この実践は2022年９月～2023年３月まで
の間、鹿児島県大崎町宮園地区で行ったも
のですが、同町他地区（２地区）でも、2023
年２月に開放型炭化器が導入され、周辺の
住民が散策する通路沿い、学校児童が通る

通学路沿いの竹林整備、竹材炭化が行われ、
畑の土壌改良に使われました。また、2023
年３月には、大崎町での実践をもとに鹿児
島県薩摩川内市において、竹福商連携によ
る竹の資源化を行う取組が動き出しまし
た。障害者支援施設、地域住民、酒造事業
者の連携により、竹林整備、竹材炭化（図
18）、土壌改良材として圃場への竹炭散布、
サツマイモ栽培（図19）、食品加工（芋焼酎）、
販売を行うというものです。私は、障害者
支援施設、地域住民（高齢者サロン等）を核
とした「竹の資源化モデル」は汎用性があ
り、他地域への展開が可能であるものと考
えています。

図17　新平畜産の牛舎での
竹敷料と竹炭の散布

図16　敷料にするための
竹の粉砕作業

図19　竹炭散布した圃場で
サツマイモの苗植え

図18　障害者支援施設（合同会社情熱
家）による竹炭製造
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障がい者には障がい者の物差し7
　これまでに様々な障がい者と共に過ごし
てきました。ここでは自らに問うことが多
いです。障がい者の目線にあわせること、
ここから始まります。自らの物差し、常識
は通用しません。彼らには彼らの世界観が
あります。「普通とはなにか？目を背けてい
ることはないか？」、あるがままに直視する
必要があります。障がい者には障がい者の
物差しがあります。「正当な区別」、「不当な
差別」、これらは分けて考える必要がありま
す。人の価値は能力では決まるものではあ
りません。そして、障がい者の能力に応じ
た仕事を設定すること、それは差別ではな
く区別です。それぞれの障がいを理解する
には時間がかかります。理解しきることは
ありません。なお、これらのことは障がい
の有無に限りません。元来、物差しはすべ
て違います。自らの物差しを絶対にするこ
とは、自らも相手も苦しめます。話がうま
くできなくても、竹林整備や竹炭づくりを
通じて思いが重なり、かみ合うときがあり
ます。地域の方から「ありがとう」と声を
かけられる、人の役に立つ、ほめられると
嬉しい、自己有用感、これらは障がい者に
限らず、全ての人に当てはまるものです。

誰でも障がい者になりうる8
　日本は少子高齢化の進行により、2065年
には現役世代1.3人で１人の65歳以上の者
を支える社会が到来すると推計されていま
す（厚生労働省、2022）。高齢化社会が深ま

るということは、ただ年齢が上がるだけで
はありません。耳が聞こえなくなる、目が
見えなくなる、体が動かなくなる、意思疎
通が難しくなる、誰でも障がい者の立場に
なりうるということを意味します。そして、
誰もが「障がい」と関わる機会が増えると
思われます。私は、「生きやすい」に重き
を置いた、障がいに応じた合理的配慮が浸
透した社会を望んでいます。聴覚障がいを
もつ私にとって「生きやすい」とは、「読
唇しやすいようにマスクを外してくれる」

「大きな声でゆっくり話してくれる」など
です。「お互いが迷惑をかけあうことに抵
抗感がない」、そんな社会が誰もが障がい
者になりうる時代には「生きやすい」とい
うことにつながるのではないでしょうか。

「弱さ」を「強さ」に
編集するコミュニティ9

　私は、参加者の働く場所と居場所を確保
するとともに、参加者が「誰かのために役
立つ」というやりがいを得ることが、活動
継続につながるものと考えています。障が
い者と高齢者が定期的に竹林整備に入るこ
とで、お互いに「弱さ」を持つ存在がいる
空間を生み出し、作業の細分化等の工夫を
行うことで、「弱さ」を「強さ」に編集しな
おす新たな地域コミュニティが創出されま
した。私は、障がいの有無に限らず共通の
作業をするということ、そのことが相互理
解につながるものと考えています。誰にで
も「弱さ」はあります。聞こえない、ひざ
や腰など痛いところがある、動きにくい、
歩きにくい、重いものが持てない、人との
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コミュニケーションが苦手、体力が続かな
いなど、実に多様です。「竹林整備」とい
う共通の仕事をすることで、お互いの「弱さ」
が自然と見えてきます。「弱さ」をお互いが
知り、お互いができることをする「相互補完」
により、参加者が自己有用感を得ることに
つながり、そのことが取組を持続的にさせ
ることにつながるものと考えています。

最後に

　障がい者や高齢者が放置竹林の整備や竹
材加工の担い手となるコミュニティモデル
の開発により、放置竹林の拡大防止だけで
なく、働く機会の創出、就業促進につなが
り、さらには健康増進・生きがいづくり・
社会参加の機会を創出することが可能にな
ると考えています。また、このことは次の
ことにつながるのではないでしょうか。

ア 　１人１人が胸をはって一生懸命働くこ
とのできる社会づくり

　 　障がいのある方が、今ある能力で仕事
ができるように、そして、より能力を高
めていけるように、作業方法の工夫・改
善をおこなうことで、胸をはって一生懸
命働くことできるようになること。

イ 　人の特性を活かし、資源として使える
ものを活かす

　 　「誰もが働ける皆働社会」、「環境負荷
の低減」の両立を目指して、地域資源の
活用と障がい者や高齢者の雇用という収
益と社会性を両立させたモデルを開発す
ることで、誰もがその能力と適性に応じ

た雇用の場に就き、地域で自立した生活
を送ることができるようになること。

　私は、農福連携の取組で求められている
ことは、支援者と利用者の一方的な関係で
はなく、社会的背景の異なる人と人が支え
合うつながりを創出することだと考えます。
鹿児島県大崎町の事例は、この相互扶助の
関係を「誰ひとり取り残さない地域づくり」
につなげているものであり、目指すべき社
会の一つのモデル事例ではないでしょうか。
誰もが生きやすい社会を目指して、今後も
取組を続けていきたいと考えています。

＜プロフィール＞　たなか　つとむ
　東京都江東区出身。2007年３月広島大学 
工学部第四類 地球環境工学課程を卒業。
大学では、リモートセンシングによる藻場・
サンゴ礁の底質マッピング手法について研
究。2007年４月広島県庁に入庁。県庁では、
環境政策課、循環型社会課、環境県民総務
課、産業廃棄物対策課などを経験。環境政
策課では、里山の未利用材をバイオマス燃
料として地域内で活用するための仕組みづ
くりを担当。各地の地域コミュニティと関
わる中で、人口減少下における地域コミュ
ニティのあり方、竹材の利用促進、障害者
や高齢者の働く機会の創出に関心を持つ。
2022年４月慶應義塾大学大学院政策・メ
ディア研究科修士課程に入学。「資源リサ
イクル率14回日本一の町」大崎町の地域お
こし研究員（政策研究員）に就任。


